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○労働市場の概況 

令和６年度の我が国経済は、現在、長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに後戻りせず、

「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるかどうかの分岐点にある。 

（「令和７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」より） 

県内景気は、「一部に弱めの動きもみられるが、緩やかに回復している」とされた。 

（日本銀行水戸事務所：茨城県金融経済概況より） 

このような動きの中、県内の令和６年度の有効求人倍率（原数値）は１．３２倍と、前年度より０．０５ポイント

低下した。物価高の影響などにより、倍率の分母である有効求職者(原数値)は前年度比０．６％減少、分子で

ある有効求人数(原数値)は、前年度比４．８％減少となったことにより２年連続で前年度を下回った。 

また、令和６年度の新規求人数（原数値）は前年度比５．３％減少、このうちパートタイムを除く常用の新規

求人数が前年度比４．２％減少となっている。 

新規求職申込件数（原数値）は前年度比１．９％減少した。雇用保険受給者実人員は、同比０．６％の増加

となった。 

 

１ 一般職業紹介状況 

令和６年度の新規求人数は前年度比５．３％の減少となった。新規求職申込件数は、同比１．９％の減少と

なった。 

（１）求人の動き（パートを含み、日雇・学卒を除く） 

  ①産業別新規求人の動き 

令和６年度の新規求人数（１９５，８７８人：前年度比５．３％減）の状況をみると、１８産業中１３の産業で減

少しており、主要産業では「製造業」で前年比１３．５％減、「卸売業、小売業」で同比１２．９％減、「建設業」

で同比１０．２％減などであった。 

②規模別新規求人の動き 

  令和６年度の新規求人を規模別で比較すると、２９人以下（全体の６１．６％を占める）前年度比３．３％減、

３０～９９人同比８．４％減、１００～２９９人同比９．９％減、３００～４９９人同比３．４％増、５００人以上同比１１．

７％減となった。 

③地域別新規求人 

         地域別の新規求人は、県央５７，５５９人（全体の２９．４％、前年度比６．３％減）、県北１５，６８１人（全体

の８．０％、前年度比０．２％増）、県南８１，０３２人（全体の４１．４％、前年度比４．２％減）、県西２８，４２０人

（全体の１４．５％、前年度比９．１％減）、鹿行１３，１８６人（全体の６．７％、前年度比５．５％減）となった。 
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（2）求職の動き（パートを含み、日雇・学卒を除く） 

  ①新規求職者の状況 

新規求職者は年度計９３，０７８人で前年度比１．９％の減となった。 

    一般求職者は５６，０１０人（全体の６０．2％で前年度比４．５％減）となり、パートタイム求職者は３７，０６８人

（全体の３９．８％、前年度比２．２％増）となった。 

②若年者の求職状況（パートを含む常用のみ） 

       一般常用求職者のうち、３４歳以下の新規求職者は２１，８７５人（前年度比８．９％減）で、求職者全体に

占める割合は２３．６％（前年度比１．８ポイント低下）となった。 

③高年齢者の求職状況（パートを含む常用のみ） 

     一般常用求職者のうち、６０歳以上の新規求職者は２８，０７２人（前年度比４．７％増）で、求職者全体に

占める割合は３０．３％（前年度比１．９ポイント上昇）となった。 

（3）就職の状況（パートを含み、日雇・学卒を除く） 

       就職件数は２４，２１４件で前年度比６．１％減少した。一方、就職率は新規求職者ベースで２６．０％と前

年度２７．２％を１．２ポイント下回った。 

        雇用形態別では、一般就職者数は１１，９６２人（全体の４９．４％）で前年度比９．５％減少した。一方パー

トタイムの就職者数は１２，２５２人（全体の５０．６％）で前年度比２．６％減少した。 

       

このように新規求人数、新規求職申込件数ともに減少し、令和６年度の新規求人倍率（原数値）は２．１０倍

となり、前年度の２．１８倍を０．０８ポイント下回った。 

また、月間有効求人数の月平均は４７，５７４人で前年度比４．８％減少した。一方、月間有効求職者数の

月平均は３６，１７０人で前年度比０．６％減少したことにより、令和６年度の年間の有効求人倍率（原数値）は

１．３２倍と前年度１．３７倍を０．０５ポイント下回った。 

 

２ 高年齢者の雇用の動き 

  少子高齢化が急速に進行する中で、高年齢者の雇用対策が急務となっている。 

    県内労働市場における高年齢者（５５歳以上のパート含む常用のみ）の需給状況を令和６年度の有効求人倍

率でみると５５歳以上では０．６５倍と前年度（０．７０倍）を０．０５ポイント下回り、高年齢者の雇用環境は依然とし

て厳しい状況が続いている。 

（1）高年齢者の雇用状況 

 令和６年６月１日現在の「高年齢者雇用状況等報告」の結果をみると、６５歳までの高年齢者雇用確保措置が
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講じられている企業は全体の９９．９％であった。また、７０歳までの高年齢者就業確保措置が講じられている企

業は全体の３７．６％であった。 

（2）高年齢者の職業紹介状況（５５歳以上のパート含む常用のみ） 

       令和６年度の新規求職者数は、３６，８９９人で前年度比4.4％増加し、全体の新規求職者数のうちの高年齢

求職者の占める割合は３９．８％で前年度比２．４ポイント上回った。 

  また、就職者数は７，８３８人で前年度比０．５％減少し、全体の就職者数のうち高年齢求職者の占める割合

は３５．５％で前年度比１．９ポイント上回った。 

  なお、高年齢者の就職率（対新規求職者数）は２１．２％で前年度比１．１ポイント下回り、全体(２３．８％)に比

べ厳しい状態が続いている。 

 

３ 障害者の雇用の動き 

雇用障害者数及び実雇用率ともに増加・上昇し、茨城県の実雇用率は法定雇用率を上回りそれぞれ過

去最高の数値となっており、障害者雇用が一層進んでいる。一方で、法定雇用率を達成している企業の割

合は前年を下回った。 

（１） 障害者の雇用状況 

令和６年６月１日現在の障害者雇用状況の集計結果からみると、民間企業(常用労働者数４０．０人以

上)の障害者雇用者数は 6,７１５．０人で、実雇用率は２．３３％(前年２．３２％)となった。また、茨城県及

び市町村の機関(職員数３６．０人以上)では、茨城県は在職障害者数２６７．５人で実雇用率３．５４％

（前年３．２５％）、市町村は８０４．０人で２．８３％(前年２．７３％)となった。茨城県教育委員会（３７．５人

以上）では、５５６．５人で２．８９％(前年２．６４％)となった。 

 

（2）障害者の職業紹介状況 

令和６年度の新規求職申込件数は５,１００件で、前年度比７．２％の増加となった。また、就職件数は 

２，６４２件で、前年度比３．７％増加した。就職件数が最も増加した障害種別は精神障害者１,５４３件で、

８．１％の増加であった。 

 なお、県内の障害者求職登録者数(令和７年３月末現在)は、２４,１７０人（内訳：身体障害者７,８５１人、

知的障害者５,９２２人、精神障害者９,７０３人、その他障害者６９４人）となっている。 
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４ 新規学卒者（中学・高校）の労働市場の動き 

  新規高等学校卒業者については、少子高齢化に伴う労働力人口の減少を背景に、新卒人材に期待する

ニーズの高まりや技能伝承、事業の中核を担う人材候補の確保など企業のサステナビリティなどを要因とし

た新卒人材の需要の高まりから求人数は４年連続で増加した。 

  また、茨城県における高校生の就職活動については、これまで選考開始期日（９月１６日）から９月末まで

は一人一社の応募とする就職慣行により就職・採用活動が行われてきたが、令和６年度は生徒の主体性を

尊重し就職の選択肢を広げる目的に選考開始期日より一人二社制に変更した（関東初、全国で５番目）。 

  令和７年３月卒業者の県内求人における状況を求人倍率から見ると、中学校卒業者が０．６３倍、高校卒

業者が２．９９倍となっており、前年度と比較すると中学で０．２３ポイント上回り、高校で０．２４ポイント下回っ

た。（令和７年６月末現在値） 

（1）求職の動き 

 令和７年３月卒業者の求職者数は、中学は８人（男子６人、女子２人）で前年度比６０．０％増加した。 

高校は３,９８０人（男子２,４２２人、女子１,５５８人）で前年度比１１．６％増加した。 

（2）求人の動き 

令和７年３月卒業者を対象とする県内求人は、中学は５人で前年度比１５０．０％増加した。 

  高校は１１,８９８人で前年度比３．４％増加となった。 

（3）就職の動き 

    就職の状況は令和７年６月末現在で、中学８７．５％（前年度８０．０％）、高校９９．９％（前年度 

９９．９％）の就職率となった。 

 

 


